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があり，この一方における代表的な文献は， A. Mitra, J. Niehans, J. G. M. 
Hilhorst, U. Gruberのように利潤極大化原理を採用した巨視的分配理論であ
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ただし，記号は次の通りであるO Yは貨幣国民所得， Gは狭義の利潤所得， L
は賃金所得， Zは固定的な請求権〈利子と地代の合計）， cは消費支出， Iは
独立投資（仮定により純投資）， C（｝ は資本家の限界消費性向， CLは労働者の限
















資とみなされるO この場合には，体系（1）～（5）は，式5，変数6 (Y, G, L, 















るO この意味において，私見で、解釈した限りでは， N. Kaldor分配理論の体系
！は次の式で示されると考えるO











ただし，記号は次の通りであるO 記述の他には， Kは資本ストック， Pは価格
水準， pは平均労働生産性の逆数， σは平均資本生産性（資本係数一手の逆数）
である。
この体系は，式7，変数7(Y, G, L, C, Y, N, P）であるから，完










































y -co 1 》 1-ci
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や諸調査，特にフルコスト原理や売上高極大化仮説（Baumol,W. ]., Business Beh-




るにあたってマークアップ的な価格設定方式を採用したM.Kalecki, P. Sylos-Labini, 





















S. Weintraubの分配モデルで、は， 1959年の前掲書の価格設定方式は， Z=k’lNで
示される。 Zは販売額， h’は賃金額に対する販売額の比率， 1とNは既述の記号と同
じである。その式は Weintraubモデルの basictruismであり，その式，すなわち，
「恒等式J，「定義式」，「同義反復」は h’の値を経験的に決定する（p.3, 9, 59.）。
Weintraubは， 1929-1957年の各年においてん’を BusinessGross Product/Com-
pensation of Employeeとし、う比率であらわしん’の一定の値をみつけた（p.13-








, L G N 
E. Preiserの分配モデ、ルは，資本家の価格設定方式は， P＝ヲ1+-yーニー 豆一（l+g)
で示される。記号は既述の通りである。私見で解釈した限りでは， Preiserモデ、ル
の体系は， Y=Py,Y=G十L,G＝πK, G=gN, L=lN, Y二soG十SLL, p二
子（刊で示される。 πは要求利潤率，刷工資本家の貯蓄性向， SLは労働者の貯
蓄性向である。モデ、ルは式7，変数7 (Y, G, L, P, l，π，g）であるから，完全















この体系は，式6，変数6(Y, C, G, L, N, Y）であるから，完全な
体系が成立する。 I' l ' p, p' CG, Cr.はすべてパラミターであり，所与か
っ一定であるO

























(1日 L G P＝一一一十一一y y 
G （引，（8）式により L=plyであるから， また，一一一＝gとおけば，（15）式は次式y 
のように書き換えることができるO











πK G 類似している。 Preiserのマークアップ率 gは，註闘により g=Nーニヨマー で示さ
れる。小論， Preiserおよび Stobbeの3つのモデノレの相違点は次の点にある。小論
























































帥 「独占度理論」のモデル体系（1), (4), (6）～（8），側および制式から次式が得られる。
T pl十g γ Yニ pl Aー (1ー ca)(pl+ g）一（cL-co)pl. 




















































































































。 P=_X__ y 
倍。 P*=pl+g 






ただし記号は次の通りであるO 既述の記号の他には， Fは誘発投資， K＊ は
事前的な（意図された〉資本ストック， y＊ は事前的な総産出量， P＊は事前的
な価格水準であるO
この体系は，式11，変数11(Y, G, L, C, N, y, P, Je, K*, y*, P*) 
であるから，完全な体系が成立するo I, K, l, p，σ，CG, CLはすべてパラミ
ターであり，所与かつ一定であるO

























J 1 r ! PK ¥ ,.1 
Y＝－：；－ニァI十？とァj(cL-CG)lρσK＋（て~士一K ).t' ~ 




















( y ¥ 
一定の資本ストック Kべ＝万戸）（仰）， ω式によるo）が事後的な資本ストック
¥ ( - y ¥ 引っFよりも大きければ，事後的な価格水準 P＼一刻（（9），側式によ
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